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１．将来の人口 現状と予測～伊達市人口ビジョンより 

伊達市人口ビジョンでは、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研という）の「日本の

地域別将来推計人口」（2018 年（平成 30 年））に基づき、総人口及び年齢３区分別人口の推移と

将来推計をまとめています。 

総人口については、2040 年（令和 22 年）には 25,881 人、2060 年（令和 42 年）には 18,262

人となることが予測されています。 

年少人口（0 歳～14 歳）は、2040 年（令和 22 年）には 2015 年（平成 27 年）の約６割、2060

年（令和 42 年）には約４割まで減少が進むことが予想されています。 

生産年齢人口（15 歳～64 歳）は、2040 年（令和 22 年）には約 12,000 人、2060 年（令和 42

年）には約 8,000 人と予想されています。 

老年人口（65 歳以上）は、2040 年（令和 22 年）には 11,522 人で、総人口の約 45％になると

予想されています。 

 

■本市の総人口と年齢 3 区分別人口の推移（1955～2060 年） 

 

※社人研の推計では 2045 年までとなっており、それより先の年次の推計については諸率（生残

率、純移動率等）をそのまま用いて推計。 
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その一方で、総人口の目標値を 2040 年（令和 22 年）時点で 26,894 人、2060 年（令和 42 年）

時点で 20,460 人としています。 

社人研準拠推計と比較すると、2040 年（令和 22 年）時点で 1,000 人程度、2060 年（令和 42 年）

時点で 2,200 人程度減少が抑制される見込みです。 

 

■本市における人口の推移と長期的な見通し 
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２．本市の財政状況 

（１）歳入の状況 

本市における一般会計の歳入の状況は、例年、総額 180～190 億円程度で推移しており、2021 年

度（令和３年度）における歳入総額は約 214.2 億円となりました。 

2020 年度（令和２年度）及び 2021 年度（令和３年度）の歳入額が 200 億円を超える規模となっ

た主な要因は、新型コロナウイルス感染症への対応として国庫支出金が増加したためです。 

このように、一時的には歳入額が伸びましたが、地方税（市税）は 38 億円前後、普通交付税を

含む地方交付税は 60～70 億円台で推移しており、今後、高齢化の進展と生産年齢人口の減少に伴

う地方税の伸び悩みや、地方交付税の段階的な縮減を踏まえると、歳入の大幅な増加は期待できず、

これまでと同程度の財源を確保できるか不透明な状況となっています。 
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（２）歳出の状況 

本市における一般会計の歳出の状況は、例年、総額 180 億円前後で推移しており、2021 年度（令

和３年度）における歳出総額は約 201.4 億円となりまた。 

2020 年度（令和２年度）及び 2021 年度（令和３年度）の歳出額が 200 億円を超える規模となっ

た主な要因としては、新型コロナウイルス感染症への対応としてその他経費が増加したためです。 

また、扶助費については、新型コロナウイルス感染症経済対策として大幅な増加となった 2021

年度（令和３年度）を除くとほぼ横ばいで推移していますが、今後は少子高齢化の更なる進展によ

り、歳出に占める割合が増加すると見込まれています。 

公共施設関連について、投資的経費は年度によって増減があり、2021 年度（令和３年度）は 17.3

億円、維持補修費は３億円前後で推移し、2021 年度（令和３年度）は 3.2 億円となりました。 
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３．建築物系施設の状況 

（１）本市の建築物系施設の所有状況 

2021 年度末（令和３年度末）現在の建築物系施設の延床面積合計は約 21.8 万㎡となっており、

施設分類ごとの延床面積の上位順では、住宅が 31.8％、学校が 19.3％、その他が 13.7％と続きま

す。 

また、人口一人当たりの延床面積は、6.65 ㎡となっています。 

なお、施設の内訳と詳細については、14 ページから 20 ページをご参照ください。 

 

施設分類 施設数 延床面積（㎡） 割合 
人口一人当たり

延床面積（㎡） 

1 庁舎等 7 17,081.20 7.8% 0.52  

2 子育て・福祉関連施設 12 7,637.57 3.5% 0.23  

3 地域会館関連施設 28 9,193.82 4.2% 0.28  

4 産業振興関連施設 7 12,858.48 5.9% 0.39  

5 住宅 22 69,481.63 31.8% 2.12  

6 社会教育施設 8 12,816.82 5.9% 0.39  

7 スポーツ施設 9 13,880.73 6.4% 0.42  

8 学校 10 42,226.30 19.3% 1.29  

9 給食センター 1 3,301.35 1.5% 0.10  

10 その他 54 29,918.41 13.7% 0.91  

計 158 218,396.31 100.0% 6.65  

※人口は 2020 年（令和２年）国勢調査結果（確定値） 32,826 人を引用 
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（２）公共施設老朽化の状況 

①耐震化の状況 

現行の耐震基準（新耐震基準）は、1981 年（昭和 56 年）に改正され、導入されたものです。新

耐震基準の考え方は、中規模の地震（震度５強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じず、極めて

稀にしか発生しない大規模の地震（震度６強から震度７程度）に対しては、人命に危害を及ぼすよ

うな倒壊等の被害が生じないことを目標としたものになっています。 

上記をひとつの基準とし、本市における取得年度（建築年度）別の延床面積を見ると下図のとお

りになります。 

本市においては、旧耐震基準の 1981 年（昭和 56 年）までに建築された建物が、24.1％を占めて

います。約４分１の建物が旧耐震規準による建築構造となっており、耐震化や長寿命化など、計画

的な対策を考える必要があります。 
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②有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）の状況 

建築物の老朽化は一般に、「減価償却累計額/（再）取得価額」で表され、どの程度償却が進行し

ているかの指標となります。 

再取得価額の計算には固定資産台帳の施設情報をベースに、各施設の延床面積に「一般財団法人

自治総合センター」から公表されている「公共施設及びインフラ資産の更新に係る費用を簡便に推

計する方法（試算ソフト）」の建替え単価表を参考にした単価を乗じて算出しています。減価償却累

計額は、「償却率×再取得価額×経過年数」として算出しています。有形固定資産減価償却率は、

「減価償却累計額÷再取得価額」として算出しています。 

 

■施設分類ごとの面積当たりの建替え単価表 

施設分類 面積当たりの建替え単価 

庁舎等 40 万円/㎡ 

子育て・福祉関連施設 33 万円/㎡ 

地域会館関連施設 40 万円/㎡ 

産業振興関連施設 40 万円/㎡ 

住宅 28 万円/㎡ 

社会教育施設 40 万円/㎡ 

スポーツ施設 36 万円/㎡ 

学校 33 万円/㎡ 

給食センター 33 万円/㎡ 

その他 36 万円/㎡ 

 

本市の建築物系施設における 2021 年度（令和３年度）末時点の有形固定資産減価償却率は、

64.7％です。 

「第 12 回地方自治体財務書類の全国比較（平成 29 年度決算版）」によると、有形固定資産減価

償却率は、市区で平均 59.2％であり、本市においては、2017 年度（平成 29 年度）で 57.7％である

ことを考慮すると、全国平均とほぼ同等といえます。 

有形固定資産減価償却率の上位順では、その他で 89.0％、学校 79.8％、庁舎等は 75.8%と資産の

老朽化が進んでいる状況です。 

こうした現状から、建築物の一人当たりの延床面積の縮減や、延命措置の実施又は取り壊しによ

る公共施設の最適な配置が、今後の大きな課題となっています。 

 

  

建替え単価は、できる限り現実に即

したものとするために、既に更新費

用の試算に取り組んでいる地方公共

団体の調査実績、設定単価等を基

に、用途別に４段階の単価が設定さ

れています。 

●POINT 
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■資産別の有形固定資産減価償却率 

施設分類 再取得価額(千円） 減価償却累計額（千円） 有形固定資産減価償却率 

庁舎等 6,832,480 5,175,864 75.8% 

子育て・福祉関連施設 2,520,398 1,116,503 44.3% 

地域会館関連施設 3,677,528 2,401,881 65.3% 

産業振興関連施設 5,143,392 2,922,474 56.8% 

住宅 19,454,856 10,116,257 52.0% 

社会教育施設 5,126,728 2,921,984 57.0% 

スポーツ施設 4,997,063 2,036,337 40.8% 

学校 13,934,679 11,125,949 79.8% 

給食センター 1,089,446 174,311 16.0% 

その他 10,770,628 9,589,328 89.0% 

計 73,547,197 47,580,888 64.7% 

 

■有形固定資産減価償却率の推移 
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（３）建築物系施設のコスト状況 

建築物系公共施設の 2018 年度（平成 30 年度）から 2020 年度（令和２年度）における年間平

均コストは 158 施設合計で、約 17 億円となっています。１施設平均では年間約 1,100 万円となり

ます。 

年間平均コストが高い分類は、社会教育施設が約 4.6 億円、給食センター、産業振興関連施設

が共に約 2.2 億円となっています。 

１施設当たりの平均コストが高い分類は、給食センター、社会教育施設、産業振興関連施設の

順となっています。 

 

施設分類 施設数 
平均維持管理 

コスト(千円） 

平均事業運営 

コスト（千円） 

コスト合計 

（千円） 

1 施設当たりの 

平均コスト（千円） 

庁舎等 7 151,064 24,869 175,932 25,133 

子育て・福祉関連施設 12 2,428 194,982 197,411 16,451 

地域会館関連施設 28 7,860 43,153 51,013 1,822 

産業振興関連施設 7 94,002 122,929 216,931 30,990 

住宅 22 18,961 2,818 21,778 990 

社会教育施設 8 132,842 325,707 458,550 57,391 

スポーツ施設 9 7,401 136,826 144,227 16,025 

学校 10 50,598 91,327 141,924 14,192 

給食センター 1 170,610 52,991 223,601 223,601 

その他 54 13,542 72,703 86,245 1,597 

計 158 649,307 1,068,304 1,717,611 10,871 

 

 

 

 

  

平均コストの高い施設と低い施設がある理由の一例として、以下のことが考えられます。 

 

・施設の持つ機能に起因するもの（人件費、委託管理料、エネルギー使用量など） 

・施設の利用頻度に起因するもの（人件費、エネルギー使用量など） 

・施設の老朽化の度合いに起因するもの（工事請負費、修繕費） 

・古い設備を稼働させることによる修繕費、エネルギー使用量の増加 

●POINT 
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（４）資産分類別の施設の状況 

①庁舎等 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

伊達市役所 庁舎 1975 46 6,160.87 92.0% 

第２庁舎 
1990～

(2006) 
15～31 2,028.23 30.0～62.0% 

館山分庁舎（旧環境保全体験センター） 1977 44 145.05 100.0% 

梅本分庁舎（旧宮尾登美子記念アートホ

ール） 
2004 17 356.97 45.9% 

長和分庁舎（旧長和小学校校舎、体育館） 
1963～

1970 
51～58 2,982.00 100.0% 

伊達市消防・防災センター 2003 18 3,650.42 36.0～48.6% 

大滝総合支所（消防除く） 1977 44 1,672.95 88.0% 

※経過年数と有形固定資産減価償却率は 2021 年度（令和３年度）末時点の数字。以下、同様。 

 

②子育て・福祉関連施設 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

うす保育所 
1975～

1991 
30～46 439.60 100.0% 

くるみ保育所 1984 37 572.37 100.0% 

大滝保育所 1982 39 578.52 85.8% 

ひまわり保育所 2017 4 1,386.36 10.8% 

子育て支援センターえがお 2001 20 99.37 84.0% 

第１・２やまびこ児童クラブ 2008 13 320.76 59.8% 

第３やまびこ児童クラブ 2016 5 97.20 23.0% 

うめのこ児童クラブ 2005 16 198.74 73.6% 

第 2 うめのこ児童クラブ 1979 42 69.35 100.0% 

ほしのこ児童クラブ 2014 7 410.32 32.2% 

旭町児童館・地域交流館 2010 11 404.11 50.6% 

潮香園 2008 13 3,060.87 28.6% 
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③地域会館関連施設 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

黄金地区コミュニティセンター 2003 18 627.15 54.0% 

長和地区コミュニティセンター 2006 15 698.69 45.0% 

東地区コミュニティセンター 1996 25 799.53 55.0% 

有珠地区コミュニティセンター 1998 23 699.04 50.6% 

市民活動センター 2015 6 844.93 18.0% 

こがね達南会館 1972 49 287.92 100.0% 

黄金駅前館 1988 33 151.43 100.0% 

関内７区会館 1968 53 336.62 100.0% 

喜門別会館 1974 47 69.56 100.0% 

東第７区自治会館 1974 47 99.15 100.0% 

中稀府会館（旧農村婦人の家） 2017 4 179.30 18.4% 

すみれ福祉会館 
1974～

1986 
35～47 276.59 100.0% 

つばさ福祉会館 1981 40 107.41 100.0% 

関内福祉会館 1978 43 102.68 100.0% 

三ツ和福祉会館 
2002～

2011 
10～19 124.39 46.0～87.4% 

親和福祉会館 1974 47 127.96 100.0% 

竹原福祉会館 1984 37 107.42 100.0% 

伊達紋別駅南集会所 2018 3 252.12 9.0% 

優徳集会所 2005 16 270.00 35.2% 

愛地集会所 2002 19 98.91 87.4% 

円山集会所 1984 37 179.42 100.0% 

大滝基幹集落センター 1983 38 1,376.07 83.6% 

昭園集会所 1988 33 47.39 100.0% 

上野集会所 1979 42 89.43 100.0% 

本郷集会所 1989 32 98.91 100.0% 

優徳農村公園コミュニティ施設 1999 22 269.00 92.4% 

有珠生活館 
1962～

1979 
42～59 248.30 100.0% 

旧地域活性化交流センター 1994 27 624.50 54.0% 
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④産業振興関連施設 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

堆肥センター（1 次・2 次発酵場 A・B、

堆積場、管理棟） 

2003～

2011 
10～18 8,768.71 42.0～59.4% 

伊達市就農支援研修センター（センター、

ポンプ室） 

1961～

2011 
10～60 430.77 33.0～100.0% 

大滝有機物再資源化センター 2003 18 469.42 48.6% 

木質ペレットプラント 2008 13 833.60 42.9% 

観光物産館 物品販売店舗 
2011～

2013 
8～10 1,388.00 21.6～27.0% 

ワークプラザ（研修棟、作業・技能講習棟） 2004 17 414.71 45.9～56.1% 

旧ひまわり保育所（伊達商工会議所） 1977 44 553.27 100.0% 

 

⑤住宅 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

黄金団地 2007 14 1,031.56 30.8% 

にれの木団地 1～12 号棟 
1997～

2009 
12～24 17,885.28 26.4～52.8% 

駅前団地 1～2 号棟 
2012～

2013 
8～9 7,713.18 17.6～19.8% 

長和団地 1～3 号棟 
1991～

1993 
28～30 5,056.41 61.6～66.0% 

舟岡団地 4～6 号棟 
1986～

1989 
32～35 3,349.59 70.4～77.0% 

有珠団地 2000 21 2,184.73 46.2% 

末永改良住宅 1～5 号棟 
1979～

1981 
40～41 4,627.01 88.0～92.4% 

旭町改良住宅 1～4 号棟 
1979～

1982 
39～42 4,874.71 85.8～92.4% 

舟岡改良住宅 1～3 号棟 
1983～

1985 
36～38 2,884.98 79.2～83.6% 

本町東団地 1～2 号棟  
1981～

1982 
39～40 1,078.56 100.0% 

本町南団地 A～D 棟 
2004～

2008 
13～17 4,239.10 28.6～37.4% 

見晴団地 56 年、59 年、61 年棟 
1981～

1986 
35～40 837.80 94.5～100.0% 

優徳団地 61 年、62 年、5 年棟 
1986～

1993 
28～35 898.58 75.6～94.5% 

優徳団地１～4 号棟 
2013～

2014 
7～8 1,726.26 17.6～32.2% 

紅葉団地 1～3 号棟 
1983～

1984 
37～38 1,348.20 100.0% 

ほのぼの団地 1～2 号棟 2003 18 1,524.60 39.6% 
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施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

湯の街団地 1982 39 249.00 100.0% 

白樺団地 A～C 号棟 
2000～

2002 
19～21 4,079.85 41.8～46.2% 

若葉団地 1～2 号棟 1999 22 1,161.60 48.4% 

清流団地Ａ～C 棟（定住促進住宅） 2016 5 1,419.75 23.0% 

せせらぎ団地（定住促進住宅） 2017 4 480.31 18.4% 

こもれび団地 A～C 棟（定住促進住宅） 2020 1 830.57 4.6% 

 

⑥社会教育施設 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

だて歴史の杜カルチャーセンター 1994 27 5,775.00 54.0% 

迎賓館 1956 65 255.88 100.0% 

図書館 1979 42 960.00 84.0% 

北黄金貝塚情報センター 2000 21 301.91 42.0% 

大滝自然ふれあい交流施設 1996 25 59.28 50.0% 

だて歴史文化ミュージアム 本館 2018 3 1,498.52 6.0% 

だて歴史文化ミュージアム 体験学習館 1998 23 567.75 75.9% 

伊達市アートビレッジ文化館、噴火湾文

化研究所 
1985 36 3,398.48 72.0% 

 

⑦スポーツ施設 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

まなびの里（旧有珠中学校校舎）研修棟 1986 35 1,843.88 77.0% 

まなびの里（旧有珠中学校体育館）屋内運

動場 
1986 35 863.00 100.0% 

まなびの里パークゴルフ場管理棟 2010 11 155.68 46.2% 

クロスカントリーレストステーション 1996 25 196.26 100.0% 

パークゴルフ場（旧研修所）クラブハウス

（研修所） 
1970 51 155.52 100.0% 

館山野球場 管理棟 1983 38 65.61 100.0% 

総合体育館 2011 10 7,409.72 22.0% 

温水プール 2013 8 2,272.46 17.6% 

武道館 1990 31 918.60 93.0% 
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⑧学校 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

伊達小学校（校舎、体育館） 
1971～

2019 
2～50 6,243.00 6.0～100.0% 

伊達西小学校（校舎、体育館、プール） 
1998～

1999 
22～23 6,520.00 50.6～66.0% 

関内小学校（校舎、体育館） 1991 30 2,035.00 66.0～90.0% 

長和小学校（校舎、体育館） 
1987～ 

1988 
33～34 3,158.00 72.6～100.0% 

東小学校（校舎、体育館） 
1974～ 

1978 
43～47 3,674.00 94.6～100.0% 

有珠小学校（校舎、体育館） 1973 48 2,668.00 100.0% 

伊達中学校（校舎、体育館） 
1982～ 

1993 
28～39 8,006.30 61.6～100.0% 

光陵中学校（校舎、体育館） 
1979～

1980 
41～42 6,015.00 90.2～100.0% 

星の丘小中学校 2005 16 1,361.00 35.2% 

大滝徳舜瞥学校（校舎、体育館、倉庫） 1995 26 2,546.00 57.2～100.0% 

 

⑨給食センター 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

だて歴史の杜食育センター 2017 4 3,301.35 16.0% 

 

⑩その他 

施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

伊達小教員住宅 
1980～

1994 
27～41 314.70 100.0% 

関内小教員住宅 
1977～

1991 
30～44 334.67 81.0～100.0% 

旧長和小教員住宅 
1976～

1982 
39～45 1,154.54 100.0% 

長和小教員住宅 
1990～

1994 
27～31 290.56 83.7～100.0% 

伊達西小教員住宅 1997 24 168.92 100.0% 

有珠小教員住宅 
1993～

1996 
25～28 147.34 75.6～100.0% 

伊達中教員住宅 
1981～

1983 
38～40 628.87 100.0% 

光陵中教員住宅 1979 42 131.26 100.0% 

就農支援・研修施設（関内中教員住宅） 1978 43 126.15 100.0% 

大滝中学校教職員住宅 
1973～

1991 
30～48 685.02 100.0% 
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施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

山下町教員住宅 
1973～ 

1979 
42～48 716.92 100.0% 

大滝区教職員住宅 
2012～

2014 
7～9 578.60 32.2～41.4% 

舟岡町職員住宅 
1980～

1987 
34～41 918.82 100.0% 

大滝区職員住宅 1984 37 99.00 100.0% 

国際交流職員住宅 1993 28 225.99 100.0% 

伊達市役所 バス車庫・書庫 2013 8 416.16 26.4% 

大滝総合支所現業車庫（本町 17） 1992 29 378.00 95.7% 

大滝総合支所車庫（バス等用、本町 24－

3） 
2000 21 216.00 69.3% 

大滝総合支所倉庫（観光、本町 87-3） 1990 31 119.00 100.0% 

だて歴史の杜トイレインフォメーション 1994 27 88.00 100.0% 

だて歴史の杜 管理事務所 1995 26 260.00 100.0% 

大滝サービスステーション 2017 4 39.81 16.0% 

弄月館 1984 37 899.29 81.4% 

共同浴場ゆのさとの湯 1985 36 76.42 100.0% 

共同浴場ふるさとの湯 2010 11 234.71 29.7% 

北湯沢湯のさと館 1985 36 468.46 100.0% 

優徳中継ポンプ室（温泉用） 2002 19 42.05 51.3% 

北温沢泉源室第 1 泉源室 1984 37 60.50 100.0% 

北温沢泉源室第 2 泉源室 1984 37 25.34 100.0% 

車両基地（事務所、車庫） 1980 41 881.00 100.0% 

新世代地域ケーブルテレビ施設 2003 18 154.35 36.0% 

北湯沢簡易郵便局 1963 58 37.37 100.0% 

志門気集会所 1964 57 143.00 100.0% 

伊達市霊園 管理事務所 1991 30 103.76 100.0% 

室蘭線伊達紋別駅（自由通路、北棟、南棟） 2017 4 666.78 10.8～13.2% 

さけ・ます養魚飼育場 管理棟 1984 37 46.78 100.0% 

旧稀府小学校（校舎、体育館） 
1973～

1978 
43～48 2,538.00 94.6～100.0% 

旧北湯沢小学校（校舎、体育館） 1984 37 1,087.00 100.0% 

旧大滝小学校 1984 37 836.00 100.0% 

旧達南中学校（校舎、体育館） 
1962～

1984 
35～59 3,474.00 81.4～100.0% 

旧大滝中学校（校舎、体育館） 1986 35 2,627.00 77.0～100.0% 

旧第 2 うめのこ児童クラブ 1969 52 59.62 100.0% 

旧第 3 うめのこ児童クラブ 1969 52 59.62 100.0% 
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施設名称 
取得年度 

(増改築年度) 
経過年数 面積（㎡） 

有形固定資産 

減価償却率 

旧まれふ児童クラブ 1978 43 126.15 100.0% 

旧さくら幼稚園（こどもの国フェニックス） 1980 41 619.00 100.0% 

旧大滝区給食センター 1992 29 445.00 72.5% 

旧市民研修センター（本館、体育館） 
1966～

1979 
42～55 2,066.13 100.0% 

旧大滝工芸館 1995 26 451.75 70.2% 

旧森林せせらぎ館 1989 32 668.00 100.0% 

旧有珠共同作業所 1963 58 99.00 100.0% 

旧衛生組合受入前処理棟 1985 36 367.00 97.2% 

旧清掃センター（ごみ焼却場、再生資源処

理施設、塵芥車車庫） 

1988～

1996 
25～33 2,227.02 82.5～100.0% 

旧大滝区火葬場 1984 37 144.18 74.0% 

旧伊達さけますふ化場 1979 42 145.80 100.0% 

   



21 

４．インフラ系施設の状況 

本市が所有している道路や上下水道等のインフラ系施設については、下表のとおりです。 

 

道路 

種別 実延長（ｍ） 道路面積（㎡） 

１級(幹線)道路 76,685 740,270 

２級(幹線)道路 73,579 550,695 

その他の市道 413,960 2,458,385 

一般道路 合計 564,224 3,749,350 

自転車歩行道路 13,354 42,916 

 

橋りょう 

構造別 面積（㎡） 

鋼橋 7,891 

コンクリート橋 18,020 

鋼橋とコンクリート橋との混合橋 17 

木橋 291 

鋼橋又はコンクリート橋と木橋又は 

石橋との混合橋 
311 

合 計 26,530 

 

河川(準用河川) 
河川数 延長（ｍ） 

１河川 300 
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上水道施設 

管径別 延長（ｍ） 

導水管 
300mm 未満 9,520 

300～500mm 未満 2,860 

送水管 
300mm 未満 436 

300～500mm 未満 265 

配水管 

50mm 以下 51,463 

75mm 以下 46,002 

100mm 以下 65,403 

125mm 以下 226 

150mm 以下 29,961 

200mm 以下 15,484 

250mm 以下 3,354 

300mm 以下 3,564 

350mm 以下 2,459 

400mm 以下 9,837 

合計 240,834 

 

下水道施設 
管種別延長 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 塩ビ管 更生管※１ その他 

延長（ｍ） 38,058 172,646 109 15,448 

 

下水道施設 

管径別延長 
管径 

～250mm 

管径 

251mm～500mm 

管径 

501mm～ 

延長（ｍ） 197,109 13,430 15,722 

 

都市公園 
箇所数 面積（㎡） 

38 箇所 373,924 

 

  


